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地方公会計制度（統一的な基準）に基づく 

広島県の財務書類について 
（令和３年度決算ベース） 

 
１ 要旨・目的 

より分かりやすい財務情報を提供することで，県民への説明責任を果たすとともに，行政改革

の更なる推進を図る観点から，本県では，平成２９年度から総務省が示した複式簿記・発生主義

会計に基づく「統一的な基準」による財務書類を作成しており，この度，令和３年度決算ベース

の財務書類を作成したので，報告する。 

 

２ 財務書類の概要 

（１）対象範囲 

・一般会計等（普通会計）……… 一般会計及び公営事業会計以外の特別会計 

・全体会計  ……………………… 一般会計等及び公営事業会計 

・連結会計  ……………………… 全体会計及び連結対象団体（地方独立行政法人及び 

地方三公社等（２５％以上出資法人）） 

（２）財務書類の構成 

国が示す作成基準に基づき，貸借対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書及び資金

収支計算書の４表により構成 

３ これまでの作成状況 

年 度 内      容 

平成 17 年度～ 県出資法人を含む連結バランスシート（総務省試案）を公表 

平成 21 年度～ 
新公会計制度導入による「総務省方式改訂モデル」により作成した前年度決算

の財務書類（4表）の作成，公表 

平成 24 年度～ 
新公会計制度の「基準モデル」に作成基準を変更し，全ての個々の取引につい

て発生主義に基づき作成した前年度決算の財務書類(4 表)の作成，公表 

平成 29 年度～ 「統一的な基準」に基づき作成した前年度決算の財務書類(4 表)の作成，公表 

区 分 内       容 

貸借対照表 

県が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）の規模と，
その資産の形成をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを対照表
で示したもので，｢バランスシート｣とも呼ばれるもの。資産合計と負債・純
資産合計が一致する。 

行政コスト計算書 

一年間の県の行政活動における業績，すなわち費用・収益の取引高を明ら
かにするもので，行政サービスに要した費用（行政コスト）と，その行政サ
ービスの直接の対価として得られた収入（使用料・手数料等）等の収益を表
したもの。 

純資産変動計算書 
貸借対照表の「純資産」が，一年間にどのような要因で，どれだけ増減し

たかを表したもの。 

資金収支計算書 
一年間の現金の出入りを｢業務活動収支｣，｢投資活動収支｣，｢財務活動収支｣

に区分して現金の流れを示すもので，｢キャッシュフロー計算書｣とも呼ばれる
もの。財源がどのように賄われ収支の過不足が生じたかを表している。 

資料番号 総務１ 
令和４年 11 月 18 日 
課 名 総務局財政課 
担当者 課長 江原 
内 線 2290 
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～ 年度末時点における資産や負債などのストック情報を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
 
    
 
 

 

 

 

 

◆ 資産は，３兆３,539 億円となっており，そのうち，土地や建物等の固定資産

が約９６%を，資金等の流動資産が約４％を占めています。 

◆ 将来世代の負担となる負債は，２兆６,803 億円となっており，そのうち，   

地方債等が約９０%を占めています。 

◆ これまでの世代の負担による現在の純資産は，６,735 億円となっています。 

（１）現金預金 
歳計現金及び歳計外現金 

（２）未収金  
   税等の未収金の内，R3年度に発生したもの 

（３）基金（1年未満に取り崩す見込みがあるもの。） 
財政調整基金など 

（１）事業用資産 
売却可能とされ，将来の資金流入をもたらすもの 
※ 庁舎，県営住宅など 

（２）インフラ資産 
売却できないが，将来の行政サービス提供能力を

有するもの  
※ 道路，橋梁，ダムなど 

（３）投資その他の資産 
○ 投資及び出資金 

高速道路整備に係る出資など 

○ 長期延滞債権 
税等未収金の内，R2 年度以前発生分 

○ 貸付金  
    高速道路整備，中小企業支援に関するものなど 

○ 基金（1年以上保有する見込みのもの。）  
    減債基金，地域医療介護総合確保基金など 

○ その他 
    投資損失引当金など 

２ 流動資産 

１ 固定資産  

資 産 の 部 金額 
（億円） 割合 

 
１ 固定資産 
 
（１）事業用資産 
 
（２）インフラ資産 
 
（３）投資その他の資産 
  （投資及び出資金） 
  （長期延滞債権） 
  （長期貸付金） 
  （基金） 

（その他） 
 
（４）その他 
 
２ 流動資産 
 
（１）現金預金 
   
（２）未収金 
 
（３）基金   
 
（４）その他 
 

 
32,056 

 
5,948 

 
19,551 

 
6,427 

 (2,289) 
  (44) 

(377) 
(3,965) 
(△248) 

 
131 

 
1,482 

 
420 

 
20 
 

893 
 

149 

 
95.6% 

 
17.7% 

 
58.3% 

 
19.2% 
(6.8%) 
(0.1%) 
(1.1%) 
(11.8%) 
(△0.7%) 

 
0.4% 

 
4.4% 

 
1.3% 

 
0.1% 

 
2.7% 

 
0.4% 

 

Ｒ３末資産合計 33,539 100.0% 

（参考）Ｒ２末資産合計 33,084 － 

 

どれくらいの資産を保有しているか？ 

貸借対照表                令和４年 3月 31 日現在 
 

一般会計等の財務書類        

有形固定資産について，耐用年数に対して資産の取
得からどの程度経過しているのかを表したもの。 
 

R2 R3 差 
62.4％ 62.8％ +0.4％ 

 
 

[参考] 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，
合計が一致しないものがあります。 

 

有形固定資産 
減価償却率 

＝ 
減価償却累計額 

有形固定資産合計－土地等の非償却資産 
＋減価償却累計額 
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負 債 の 部 金額 
（億円） 割合 

   
１ 固定負債 
 

（１）地方債（長期） 

（２）退職手当引当金 

（３）損失補償等引当金 
 

２ 流動負債 
 

（１）地方債（短期） 

（２）未払金 

（３）賞与等引当金 

（４）預り金等 

24,340 
 

22,115 

2,166 

59 
 

2,463 
 

2,041 

203 

150 

69 

90.8% 
 

82.5% 

8.1% 

0.2% 
 

9.2% 
 

7.6% 

0.8% 

0.6% 

0.3% 

Ｒ３末負債合計 26,803 100.0% 

（参考）Ｒ２末負債合計 26,613 － 

   

純 資 産 の 部 金額（億円） 

Ｒ３末純資産 6,735 

（参考）Ｒ２末純資産 6,471 

 

負債の状況（将来世代の負担）は？ 

純資産の状況（これまでの世代の負担）は？ 

２ 流動負債 

純資産     ＝  資産合計 －  負債合計 

（これまでの負担）＝（保有資産）－（将来負担） 
 

純 資 産 

１ 固定負債 

※ 地方債（長期及び短期）には，本来，国から交付されるべき地方交付税の不足額を補てんするために地方が発行し，

元利償還金相当額が後年度に全額交付税措置される臨時財政対策債（9,550 億円）を含んでいます。 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 

 

（１）地方債（長期） 
地方債の内，償還期限が翌々年度以降となるもの

の残高 

（２）退職手当引当金 
年度末で職員全員が退職した場合の退職手当見

込額 

（３）損失補償等引当金 
 将来負担比率で算定した損失補償等引当金 

（１）地方債（短期） 
地方債の内，翌年度中の元金償還予定額 

（２）未払金 
債務負担行為を設定しているものの内，翌年度

支払分等  

（３）賞与等引当金 
  R4 年度支給予定の賞与のうち，R3 年度発生分 
※ R4.6 賞与見込額×4/6（12 月～3月分）  

（４）預り金等 
  県営住宅敷金等 

資産合計に占める純資産の割合を示すもので，純
資産の変動は，将来世代と現世代の負担の割合が変
動したことを意味する。 

R2 R3 差 
19.6％ 20.1％ 0.5％ 

 

[参考] 純資産比率 

＝純資産比率 
純 資 産 

資 産 合 計 

 

資 産（保有資産） 

 

Ｒ3 末：1,203 千円 
（Ｒ2 末：1,176 千円） 

負 債（将来負担） 
Ｒ3 末：９61 千円 

（うち地方債８66 千円） 
Ｒ2 末：９46 千円 

（うち地方債８50 千円） 

純資産（これまでの負担） 
Ｒ3 末：２42 千円 

（Ｒ2 末：２30 千円） 
※人口 2,788,687 人（住民基本台帳人口 R4.1.1 現在） 

【参考】県民１人当たりの貸借対照表 
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～ 年間の経常的な活動に伴うコストや収入等のフロー情報を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書       令和 3 年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 
 

 

区 分 金額（億円） 

１ 業務費用 4,424 

（１）人件費 2,295 

職員給与費  1,923 

その他 372 

（２）物件費等 1,810 

    消耗品費，維持補修費等 1,196 

    減価償却費，その他 614 

（３）その他の業務費用 319 

支払利息 129 

その他 190 

２ 移転費用 5,168 

（１）補助金等 4,788 

（２）社会保障給付 188 

（３）他会計繰出金 141 

（４）その他 51 

経常費用  Ａ 9,592 

１ 使用料及び手数料 126 

２ その他 253 

経常収益  Ｂ 379 

純経常行政コスト  Ｃ（Ａ－Ｂ） 9,213 
  

臨時損失 Ｄ 327 

臨時利益 Ｅ 36 
  
Ｒ３純行政コスト Ｆ（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） 9,504 

（参考）Ｒ２純行政コスト 8,371 

 

市町や他団体など県以外
の主体や他会計に移転する
コスト 

補助金，社会保障給付，他会計繰
出金等 

（１）人件費 
職員給料等，退職手当引当金繰入

額，その他報酬等 

（２）物件費等 
消耗品費，維持補修費，委託費， 

減価償却費等 

（３）その他の業務費用 
地方債償還に係る利子支払等 

経常収益 
経常的業務を行うに当たって

得る使用料・手数料及びその他
の業務に関連して得る収益(受
取利息等) 

２ 移転費用 

１ 業務費用 

 
区 分 金額(千円) 区 分 金額(千円) 

１ 業務費用 １５９千円 １ 使用料及び手数料 ５千円 

（１）人件費 ８２千円 ２ その他 ９千円 

（２）物件費等 ６５千円 経 常 収 益 Ｃ １４千円 

（３）その他の業務費用 １１千円 臨 時 利 益 Ｄ １千円 

２ 移転費用 １８５千円   

経 常 費 用 Ａ ３４４千円 Ｒ３純行政コスト A+B-C-D ３４１千円 

臨 時 損 失 Ｂ １２千円 （参考）Ｒ２純行政コスト ２９８千円 

※人口 2,788,687 人（住民基本台帳人口 R4.1.1 現在） 

【参考】県民１人当たりの行政コスト計算書 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 

臨時損失 
災害復旧事業費等，臨時に発

生する損失 

◆ 一般財源等で賄わなければならない純行政コストは，9,504 億円となって
います。 

◆ 経常費用のうち，職員給料等の人件費が約２4％を占めています。 

臨時利益 
臨時に発生する利益 
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～ 年間の純資産（資産－負債）の増減について，要因，財源等を明らかにするもの ～ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 年間の現金の増減について，要因等を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書       令和 3 年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 
 

資金収支計算書        令和 3 年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日 
 

 

区 分 金額（億円） 

１ 業務活動収支 605 

（１）業務費用・移転費用 △10,066 

（２）業務収入 10,671 

２ 投資活動収支 △905 

（１）投資活動支出 △2,500 

（２）投資活動収入 1,595 

３ 財務活動収支 258 

（１）財務活動支出 △1,880 

（２）財務活動収入 2,138 

Ｒ３資金収支額   Ａ △42 
  
Ｒ３歳計外現金増減額 Ｂ △5 
  

Ｒ２末資金残高   Ｃ 468 
  
Ｒ３末資金残高 Ｄ（A+B+C） 420 

 

行政コスト計算書の純行政コストと一致し，純資産の
減少要因となったもの 

財務活動支出 
地方債償還金（元金）等 

財務活動収入 
地方債発行収入等 

投資活動支出 
公共施設等整備支出，基金積立金支出等 

投資活動収入 
基金取崩収入，資産売却収入等 

税収，国庫補助金など純資産の増加要因となったもの 

業務費用・移転費用 
人件費，物件費，公債償還に係る利子支払，補助金等支

出，社会保障給付支出等 

業務収入 
税収，国庫支出金，使用料等 

 

１ 純行政コスト 

２ 財源 

１ 業務活動収支 

２ 投資活動収支 

３ 財務活動収支 

 

区 分 金額（億円） 

Ｒ２末残高 Ａ 6,471 
  

１ 純行政コスト △9,504 

２ 財源 9,744 

（１）税収等 6,651 

（２）国県等補助金 3,093 

３ その他 24 

Ｒ３変動額合計 Ｂ 265 
  
Ｒ３末残高   Ｃ（Ａ＋Ｂ） 6,735 

 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 

保有する資産の評価差額や，無償で譲渡または取得し
た資産の評価差額等 

３ その他 

※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 



令和３年度　会計別財務書類の概要

（単位：百万円）

貸借対照表
（BS：Balance sheet）

行政コスト計算書
（PL：Profit and loss statement）

資　産 負　債 純資産 経常費用等 経常収益等 純行政コスト

一般会計 3,239,999 2,654,685 585,314 1,236,160 34,512 1,201,649

証紙等特別会計 42 0 42 2,317 2,319 ▲ 2

管理事務費特別会計 11 0 11 559 557 2

公債管理特別会計 0 0 0 264,345 649 263,696

母子・父子・寡婦福祉資金特別会計 1,579 687 892 2 1 1

中小企業支援資金特別会計 14,186 11,041 3,145 144 12 132

農林水産振興資金特別会計 89 2 88 12 0 12

県営林事業費特別会計 5,774 1,246 4,528 707 571 135

県営住宅事業費特別会計 85,677 12,663 73,014 5,811 2,937 2,874

高等学校等奨学金特別会計 6,501 0 6,501 106 4 101

会計間の繰入・繰出等の相殺 0 0 0 ▲ 518,227 0 ▲ 518,227

一般会計等　計 3,353,858 2,680,323 673,534 991,935 41,562 950,373

国民健康保険事業費特別会計 15,344 0 15,344 242,950 491 242,458

港湾特別整備事業費特別会計 98,155 73,378 24,777 5,710 5,265 444

病院事業会計 23,007 21,535 1,472 26,916 23,529 3,388

工業用水道事業会計 23,129 13,183 9,946 2,520 2,696 ▲ 176

土地造成事業会計 8,815 19,698 ▲ 10,884 325 223 103

水道用水供給事業会計 137,718 43,531 94,187 8,434 9,790 ▲ 1,355

流域下水道事業会計 126,954 86,911 40,043 8,052 220 7,832

会計間の繰入・繰出等の相殺 ▲ 32,060 ▲ 386 ▲ 31,674 ▲ 21,220 ▲ 2,799 ▲ 18,420

3,754,921 2,938,174 816,748 1,265,622 80,974 1,184,647

広島県公立大学法人 21,960 4,225 17,734 6,396 2,040 4,356

広島県土地開発公社 31,334 10,429 20,905 334 418 ▲ 84

広島県道路公社 13,431 9,581 3,850 550 550 0

広島高速道路公社 413,121 325,684 87,437 11,754 11,754 0

広島県住宅供給公社 20,799 9,367 11,431 1,491 1,708 ▲ 217

公益財団法人ひろしま文化振興
財団 外23団体 39,324 16,458 22,866 19,873 18,690 1,183

▲ 100,807 ▲ 27,344 ▲ 73,463 ▲ 12,316 ▲ 6,339 ▲ 5,977

4,194,083 3,286,574 907,508 1,293,705 109,797 1,183,908

※　計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。

地方三公社

出資法人

会計間の繰入・繰出等の相殺

連結会計　計

区　　　　　分

連 結 会 計

全 体 会 計

一 般 会 計 等

公営事業会計

全体会計　計

地方独立行政法人

参考
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